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吉富町ふるさと納税一括管理業務委託仕様書 

 

１．委託業務名 

 吉富町ふるさと納税一括管理業務委託 

 

２．目的 

 吉富町（以下「本町」という。）では、ふるさと納税制度を通じた本町の魅力発信やシテ

ィプロモーションを推進し、そのことを通じて、地域経済の活性化と寄附件数の増加を図る

取組を進めている。 

 この取組における本町へのふるさと納税に係る寄附の受付、寄附情報等の管理、返礼品の

発注・配送管理、寄附金受領証明書等の発送、本町のシティプロモーションにつながる広報

等の多岐に渡る業務について、民間事業者が持っている体制やノウハウを活用し、効率的か

つ効果的に進めることを目的とする。 

 

３．委託業務期間 

 契約締結の日から令和８年３月３１日まで。なお、本業務における寄附の受付については、

令和７年４月中に開始するものとし、契約締結の日から受付開始までの間は、システム等の

準備期間とし、当該準備期間中は、受託者の責任において行い、当該準備期間中に発生する

費用等については、受託者が負担するものとする。 

 

４．前提条件 

 （１）使用するふるさと納税ポータルサイト 

 現在、本町が利用している「ふるさと納税ポータルサイト」は、「さとふる」、「Yahoo ふる

さと納税」、「楽天ふるさと納税」、「ふるさとチョイス」、「ふるなび」、の５つであるが、「さ

とふる」、「Yahoo ふるさと納税」を除く３つの「ふるさと納税ポータルサイト」（以下「サイ

ト」という。）の業務を委託することとする。また今後「ＡＮＡふるさと納税」「ＡＭＡＺＯ

Ｎふるさと納税」に関しては、令和７年４月運用開始予定であり、あわせて委託予定である。

今後追加するポータルサイトに関しても町と協議の上、委託業務に対応すること。 

 

 （２）寄附管理システム 

 寄附情報等の管理に当たっては、株式会社シフトセブンコンサルティングが提供するふ

るさと納税業務管理システム「ふるさと納税ｄｏ」を使用し、寄附情報管理、寄附者情報管

理、返礼品の発注・配送管理等を一元的に管理すること。ただし、ふるさと納税ｄｏの使用

が困難な場合は、ふるさと納税ｄｏと同等の機能を有し、寄附情報等の一元管理ができるシ

ステムを認めることとするが、その場合のシステム導入等に際し、当町の費用負担が発生す

る場合は、見積書に別途記載すること。 
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 （３）業務規模 

 業務規模の参考値として、令和５年度の寄附額実績、令和６年４月１日現在の返礼品数及

び返礼品取扱事業者数については、次のとおりである。 

 ア 令和５年度の寄附額実績 

  （ア） 寄附金額３９，７４２，５００円 

  （イ） 寄附件数３，１４０件 

 イ 返礼品数 約４００品目（期間限定等の返礼品を含む。） 

 ウ 返礼品取扱事業者数 約５０事業者 

 

５．業務内容 

 委託業務の内容は、次のとおりとする。なお、本業務に係るプロポーザルを実施すること

により決定した受託者の企画立案等により調整する場合がある。 

 （１） サイトの管理運営業務 

（２） 返礼品開発及び募集に関する業務 

 （３） 返礼品等の受発注及び配送管理に関する業務 

 （４） コールセンター業務 

 （５） 寄附に関する書類（寄附金受領証明書、ワンストップ特例申請書等）の作成、発

送、受付に関する業務 

 （６） 広報・ＰＲ業務 

 

６．業務の詳細 

 （１） サイトの管理運営業務 

 受託者は、サイトに関する次の業務を行うこと。 

 ア サイトの自治体紹介ページの作成、返礼品掲載情報の追加、更新、修正等の管理運営

を適切に行うこと。 

 イ 寄附申込があった際は、寄附者に対し、寄附受付に関する通知を行うこと。 

 ウ 返礼品掲載の際、画像準備（写真撮影や入手、画像の加工等）、返礼品紹介文の作成

等を行い、寄附者に対し効果的にＰＲできるよう内容を充実させること。 

 エ インターネット環境がないなど、サイトの利用が困難な方で、本町への寄附を希望す

る方に対し、送付することができる返礼品一覧（パンフレット等）を作成すること。 

 オ 本町に大規模災害等が発生した場合において、災害支援の寄附金を円滑に受け入れ

ることができるよう、迅速かつ臨機応変に対応すること。 

 カ 本町に寄せられるレビューに対し、必要なものについては寄附者対応を行うなど、サ

イトにおける本町に対するレビューの総合評価を高めるよう努めること。 
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 （２） 返礼品開発及び募集に関する業務 

 返礼品開発及び募集に当たっては、次の内容により実施するものとし、本町の魅力を効果

的に発信し、地場産業の振興に寄与する返礼品の企画提案・新規返礼品の開拓を行うこと。 

 ア 返礼品開発のほか、その調達や送付等、返礼品に関して必要となる返礼品取扱事業者

との契約等については、受託者の責任において対応すること。 

 イ 本町が提供する情報、受託者が独自に入手した情報等をもとに、国の定める「地場産

基準」等に適合する返礼品及び返礼品取扱事業者を募集するとともに、生産者・事業者

と交渉の上、返礼品候補の選定や開発を行い、本町に対して提案すること。なお、国の

定める基準が改定された際や、本町が返礼品等に関する基準を示した場合等について

は、それに適合する範囲内で、返礼品の提案を行うこと。 

 ウ 本業務の対象となるサイトに掲載している既存返礼品については、継続して取扱い

ができるよう、返礼品取扱事業者と必要な手続を行うこと。 

 エ 返礼品の採用に当たっては、受託者が返礼品取扱事業者と調達価格、在庫数、受付期

間等、サイトへの掲載に必要な情報について、よく協議すること。 

 オ 本事業は、本町の産業振興を一つの目的としていることから、返礼品取扱事業者の販

路拡大の一助となるような支援を行うこと。また、返礼品の提供を希望する事業者から

相談を受けた場合等においては、ふるさと制度の説明や返礼品掲載に至るまでの手順、

事務手続等を案内するなど、適宜対応すること。 

 カ 返礼品取扱事業者への訪問や電話連絡等を密に取り合うなど、顔の見える関係づく

りを行い、連携・サポート体制を構築すること。 

キ 返礼品登録の最終決定は、本町にて行うものとする。 

ク 受託者は、返礼品内容情報に、返礼品を構成する各内容物ごとの、原産地、製造地

及び割合（重量又は付加価値により算出したもの）を記載するよう返礼品協力事業者に

指導すること。 

 

 

 （３） 返礼品の受発注及び配送管理に関する業務 

 受託者は、返礼品の受発注等に関する次の業務を行うこと。 

 ア 受託者は、返礼品の調達や発送に係る調整を行うこと。なお、これらの実施に必要と

なる返礼品取扱事業者との契約等については、受託者の責任において対応すること。 

 イ 返礼品取扱事業者への返礼品発注は、寄附金納付を確認しだい、迅速に行うこと。 

 ウ 配送業者の選定に当たっては、本町と協議の上、柔軟に対応すること。 

エ 返礼品の配送の手配は、受託者が行うこと。このとき、配送先を記載した配送伝票を

返礼品取扱事業者に届けること。また、配送料が安価となるよう努めること。 

オ 返礼品の配送が円滑に行われるよう、返礼品取扱事業者と緊密な連携のうえ、在庫管

理を行うこと。また、寄附機会の損失を防ぐため、サイトごとに適宜、在庫確認を行い、
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サイト間での適切な在庫配分を行うこと。 

 カ 返礼品発送に当たり、寄附者に対して配送に関する情報を事前にメール等でお知ら

せすること。 

 キ 返礼品の配送状況を管理するとともに、配送遅延や誤送、破損等、配送に関するトラ

ブルが生じた場合は、寄附者、返礼品取扱事業者等への対応を行うこと。 

 ク 返礼品の品質管理に当たり、返礼品取扱事業者への指導監督を行うなど、品質向上に

向けた必要な措置を講じること。 

 ケ 受託者は、返礼品取扱事業者の出荷実績に基づき、返礼品調達費用及び配送費用を返

礼品取扱事業者及び配送事業者へ支払うこと。この場合において、返礼品取扱事業者へ

の支払に当たり必要となる振込手数料は、返礼品取扱事業者の負担とする。なお、本町

への委託料請求に当たっては、毎月の実績を集計の上、返礼品取扱事業者名、返礼品名

称、発送数量等の内訳が分かる明細を添付すること。 

 コ 定期便や、期間又は提供数が限定された返礼品等については、発送時期や掲載期間、

申込件数等の管理を行うこと。 

 サ 寄附者や返礼品取扱事業者、本町との各種調整を行うこと。 

シ 本業務については、運用開始日（令和７年４月中）以前に申込みがあった寄附のうち、

運用開始日以降に寄附者による入金手続きが完了した寄附者に対して発送する返礼品

についても対象とすること。 

 

 （４） コールセンター業務 

 ア 受託者は、寄附者からの各種問合せ（寄附に関すること、返礼品に関すること、配送

に関すること、その他ふるさと納税全般に関すること等）に総合的に対応するため、コ

ールセンター（電話、ＦＡＸ、Ｅメールアドレス）を設置すること。 

 イ コールセンターの対応時間は、原則として休日等を除く月曜日から金曜日の午前９

時から午後５時までとする。ただし、年末・年始の繁忙期のほか、本町が必要とした場

合については、本町と協議の上、受付時間の延長、休日対応等について決定するものと

する。 

 ウ 寄附者からの苦情については、速やかに状況確認を行い、必要に応じて返礼品取扱事

業者や配送事業者等に対して対応・対策を求めるなど、苦情解決に向けた各種調整を行

うとともに、適宜、本町に報告すること。 

 

 （５） 寄附受付に関する書類（寄附金受領証明書、ワンストップ特例申請書等）の作成・

発送・受付に関する業務 

 ア 入金（決済）を確認できたものについて、寄附金受領証明書等を作成し、封筒に封入

の上、原則２週間以内に寄附者に対して発送すること。 

 イ 発送する書類は、次のとおりとするが、送付物の内容については、本町と協議の上、
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決定する。 

  （ア） お礼状、寄附金受領証明書 

  （イ） ワンストップ特例申請書（寄附金税額控除に係る申告特例申請書） 

  （ウ） ワンストップ特例申請書記載例 

  （エ） ワンストップ特例申請書返信用封筒 

 ウ 寄附金受領証明書の作成に必要な公印の印影については、本町が指定するものを使

用すること。 

 エ ワンストップ特例申請書には、寄附者情報、寄附情報等を印字の上、送付すること。 

 オ 特別な場合を除き、オンライン・郵送等により申請されたワンストップ特例申請書の

受付及び申請者情報等の適切な管理を行うこと。 

なお、管理にあたっては、４の（２）で指定したシステムを使用すること。 

   また、１月２０日までに eLTAX 連携用のデータを作成し、本町に提供すること。 

 

 （６） 広報・ＰＲ業務 

 ア ふるさと納税制度を通じ、本町の魅力を広く発信することにより、認知度を向上させ

るとともに、返礼品や返礼品取扱事業者、さらには、本町のＰＲに努め、より多くの寄

附者に訴求すること。 

 イ 寄附分析（寄附傾向や返礼品の動向、流行等）を行い、分析結果を活用し、受託者独

自のノウハウやアイデアを駆使した効果的な取組みやプロモーション手段（広告やキ

ャンペーン等）を提案し、本町と協議の上、実施すること。 

 ウ 実施した広報・ＰＲ業務の具体的内容及び効果の分析結果等については、業務報告書

により月次で本町へ報告すること。 

 

７ 業務委託料 

 （１） 受託者に支払う費用は、次のとおりとする。 

 ア 基本委託料（寄附金額に見積手数料を乗じた額） 

 イ 寄附受付に関する書類の作成・発送のために必要となる費用（寄附件数に見積単価を

乗じた額） 

 ウ 返礼品調達費用 

 エ 返礼品の配送にかかった実費。ただし、配送料が安価となるよう工夫を行うこと。 

 （２） 委託料の支払については、１か月単位で行うこととし、本町は受託者からの適正

な請求を受理した日から３０日以内に支払うものとする。 

 

８ 契約不適合責任 

 （１） 本町は、寄附者に対し、返礼品の調達・発送等に係る契約不適合責任を負わない。 

 （２） 受託者は、寄附者に対し、返礼品の調達・発送等に係る契約不適合責任を負う。 
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９ 損害賠償 

 受託者は、委託業務の実施に当たり発生した損害（第三者に与えた損害を含む。）につい

て、賠償責任を負うこと。ただし、その損害のうち、返礼品取扱事業者、寄附者又は第三者

の責に帰する事由により生じたものについては、この限りでない。 

 

１０ その他 

 ア 業務内容については、本仕様書のほか、本プロポーザル実施要領や提案内容に基づき

実施すること。 

 イ 委託業務の遂行に当たっては、各種関係法令等の内容を遵守するほか、本町と十分に

協議を行い、本町の意見や要望を取り入れながら実施すること。なお、国や県の定める

基準が改定された際は、それに適合するよう、迅速な対応を行うこと。 

 ウ 市場調査を行い、ふるさと納税に関するサービスで活用できるものがあれば、随時提

案すること。特に寄附者を増やすための方策や業務効率化・業務軽減に繋がる方策があ

れば提案すること。 

 エ 受託者は、本業務の履行に当たり、個人情報保護の必要性を認識し、個人情報の漏え

い、紛失、改ざん、その他の事故から保護するため、必要な措置を講じること。また、

本業務に係る個人情報の取扱いについては、「個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）」を遵守すること。 

 オ 本業務を円滑に開始できるよう、返礼品取扱事業者に対し、説明会や訪問等を行い、

必要となる事項に関する説明を行うこと。 

 カ 必要に応じて、返礼品取扱事業者を対象とした、ふるさと納税制度の運用に関する勉

強会、説明会等を実施し、制度の周知徹底や、返礼品取扱事業者の意識向上に努めるこ

と。 

 キ 受託者は、業務の履行状況や経過について、月次の業務報告書を作成し、本町と受託

者によるミーティングを月１回程度開催すること。 

 ク 本業務を実施するに当たり、本仕様書に明記されていない事項であっても、技術上、

当然に必要と認められる事項については、受託者の責任において補充するものとする。 

ケ 本業務について、総務省・福岡県等関係機関に対して提出する書類がある場合、関

係機関からの照会に回答する必要がある場合には、町の指示に従い、書類の作成等を

行うこと。 

コ 契約締結日から令和７年３月３１日までの期間については、旧受託者から業務を引

き継ぎ、返礼品提供事業者との契約や各ポータルサイトのページ作成等、同年４月中

に寄附者へのサービスが従前と同水準の状態で運用開始できるよう準備を進めるこ

と。なお、準備期間については委託料の支払いは発生しないものとする。 

サ 受託者は、委託業務の遂行にあたり、第三者の知的財産権（著作権、意匠権、商標
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権等）、プライバシー又は肖像権・パブリシティ権その他の権利を侵害しないこと。 

シ 受託者は、町に対し、本契約に基づき各ポータルサイトに掲載する文章、受託者が

製作する前の写真に関連する著作権（著作権法（昭和45年法律第48号）第27条及び第

28条に規定する権利を含む。）を譲渡するものとする。 

ス 委託期間終了後等、町の指示により、本業務を他事業者に引き継ぐ場合には、次期

契約期間の開始に間に合うよう、事務の引き継ぎを完了させること。 

 

 

 

 

 

 


